
地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）に係る事業実施結果の検証
（各交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）の実績値等）

事業名称 事業の概要：目的 事業の概要：充当経費
事業の成果　および　今後の方針

指標 指標値 実績値 事業効果 評価 主な意見

1
まち・ひと・しごと創生総
合戦略策定事務

市における地方版総合戦略の策定を実
施する。

外部機関への計画策定委託、専門第三
者委員会による協議、住民意識調査等
を実施する。

古賀市まち・ひ
と・しごと創生
総合戦略の策定

策定完了
策定・公表
（H28年3月末)

地方創生に
効果があった

　まち・ひと・しごと創生本部を設置し、外部
有識者も交え協議を実施。人口ビジョンととも
に古賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策
定した。
　今後はＫＰＩによる各施策の成果、進捗状況
を確認しつつ、地方創生に向けた市の事業への
交付金の活用が期待できる。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中5人が
有効と評価

・市の総合的な政策遂行において有効である。
・計画実現に向け、民間事業者等と連携しながら
　具体的な事業展開を行っていく必要がある。

2 ふるさと就労促進事業

市内雇用の促進と若年人口の確保を目
的とし、ＵＩＪターン者等で市内居住
（見込）者を雇用した企業に対して助
成を行う。

ＵＩＪターン者等を雇用した市内企業
に対し、助成金を支給する。

市内企業に新規
就労したＵＩＪ
ターン者等数

20 人 47 人
地方創生に
相当程度効果が
あった

　本事業による27年度の交付対象者数は47名。
前年より大幅に増加しており、市内企業からの
関心は高い。
　今後も企業訪問を積極的に実施する中で本事
業の説明等活用促進に向けて取り組み、ＵＩＪ
ターン者等の雇用拡大・定住化促進に加え、企
業支援に取り組んでいく。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中5人が
有効と評価

・企業は積極的な活用を行っており、大きな実績
　に繋がっている。今後は広く周知を行い、企業
　の雇用拡大に繋げていただきたい。
・市民の雇用拡大、定住化促進に一定の効果が見
　られる。
・社宅建設に関する補助金制度などもあれば企業
　として更に有効である。

3
先進的農業技術導入支援事
業

比較的安価ながら収量増加など生産性
向上が見込まれる先進的農業技術の導
入を促進することにより、高収益型園
芸農業の推進を図る。

先進的農業技術を複数導入する農業者
に対する補助を実施

反当り収量 3 t/年 2.5 t/年
地方創生に
相当程度効果が
あった

　先進的農業技術機器を導入する農業者に対
し、事業費の一部を補助することにより、高収
益型園芸産地の育成を図った。
　1団体（12名）において先進的農業技術が導
入され、品質の向上により反当り単価が上昇
し、収益性が向上した。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中4人が
有効と評価

・農業の生産性向上に一定の効果が見られる。
・今後はより多くの団体に対し、どのように先進
　的農業技術の導入へのインセンティブを高めて
　いくかが課題。
・担い手の教育についての施策を期待したい。

4 観光促進事業

市内の主要施設（古賀市役所、サンコ
スモ古賀、コスモス館、サンフレアこ
が）に無料公衆無線LAN、デジタルサイ
ネージを設置するとともに、観光協会
やなの花まつり、薬王寺温泉への支援
を実施し、古賀市の観光を市内外にPR
し、観光振興を図る。

市内の主要施設（古賀市役所、サンコ
スモ古賀、コスモス館、サンフレアこ
が）に無料公衆無線LAN、デジタルサイ
ネージを設置するとともに、観光協会
やなの花まつり実行委員会への補助、
古賀市の転入者へ薬王寺温泉の利用券
を配布する。

薬王寺温泉の利
用者数

100,000 人 124,481 人
地方創生に
相当程度効果が
あった

　公衆無線LANを整備し、快適なインターネッ
ト環境の提供と、デジタルサイネージ（コスモ
ス館）を使った薬王寺温泉や市イベントなどの
情報発信ができた。
　公衆無線LANの27年度のアクセス数は2,029ア
クセス。導入直後と比較し3倍のアクセス数と
なり、サービスが徐々に浸透している。
　今後は入浴施設利用券配布事業を継続すると
ともに、Wi-FiのＰＲ強化を図る。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中3人が
有効と評価

・利用者数の飛躍的な伸びに繋がり、大きな成果
　が出ている。
・デジタルサイネージの設置箇所は人が立ち止っ
　てゆっくり観られる場所に設置されていないの
　で、映像のＰＲ効果が薄いように感じる。
・Wi-Fiについては更なるＰＲで効果が上がるの
　ではないか。

5 空き家・空き地対策事業
市内の空き家・空き地について実態調
査を実施し、今後の有効な利活用等に
ついて検討を行う。

空き家・空き地の実態調査を実施す
る。

利活用可能な空
き家・空き地バ
ンク等の作成・
公表

作成・公表の
完了

作成・公表
（H28年3月末）

地方創生に
効果があった

　市内全域において、空き家・空き地の実態調
査を行うとともに所有者等にアンケート調査を
実施した。
　売却・賃貸を希望する者と購入・賃借を希望
する者とのマッチングを行うため空き家・空き
地バンクをＨＰ上に立ち上げることができた。
　今後は空き家・空き地バンクの利活用を図っ
ていく。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中4人が
有効と評価

・市内不動産業者と連携する仕組みづくりもでき
　ており、今後は空き家バンクの活用による定住
　化支援が必要。
・長期的な視点で効果を検証すべき事業であると
　考える。

外部有識者からの評価No

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）を活用して実施した事業内容

重要業績評価指標（KPI） 事業終了後の実績値
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6
玄望園雇用創出基盤整備計
画事業

工業団地等整備計画地区である玄望園
の周辺道路の交通特性の分析を行い、
企業立地の促進と地域雇用の創出に向
けた都市基盤整備の方針を定める。

玄望園周辺道路等基盤整備計画の策定
を実施する。

玄望園周辺道路
等基盤整備計画
の策定

策定完了
策定
（H28年3月末）

地方創生に
相当程度効果が
あった

　玄望園における企業立地を促進するため、周
辺道路の交通特性を分析するとともに、将来の
交通についての予測を行い、地域の特性に合っ
た道路計画等を作成した。
　主に古賀サービスエリアへのスマートＩＣ設
置について、整備方針や効果、必要性等の概略
検討を行った。今後、関係機関との調整を図る
ために必要な基礎資料を作成することができ
た。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中4人が
有効と評価

・地理的優位性が高い玄望園地区への企業誘致は、
　雇用の大幅な増加が期待できる。
・近隣の福津・宗像の世界文化遺産登録により来
　訪　者増が予測されるためスマートインター実
　現に期待したい。
・計画をいかに実現に移していくかが課題である。

7 学校給食費負担軽減事業

第３子以降の子の学校給食費に対して
補助を実施することにより、子育て世
帯支援を実施し、出生率の向上と子育
て世帯の定住を図る。

第３子以降の小中学生を養育する保護
者に対し、学校給食費の半額を補助す
る。

子育て世帯の満
足度の向上

12 ％ 11 ％
地方創生に
効果があった

　小・中学生が3人以上いる世帯の保護者に学
校給食費の一部を補助することで、保護者の経
済的負担を軽減し、子育て支援を推進すること
ができた。
　177世帯（対象となる児童生徒は182人）に対
し、学校給食費補助を実施した。
　今後は軽減の割合を増やし、継続する。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中4人が
有効と評価

・給食費は保護者の負担の中でウェイトが高いた
　め、多子世帯への経済的負担軽減になっている。
　第３子の全額無料化、第２子の半額補助等が実
　現すれば更に理想的である。
・子育て世帯への経済的負担軽減により、定住化
　促進が期待できる。

8 子ども医療費助成事業

小、中、高校生の医療費を補助するこ
とにより、子育て世帯支援を実施し、
出生率の向上と子育て世帯の定住を図
る。

小学生、中学生、高校生への医療費を
助成する。
【助成内容】
・通院医療費
　小学生を対象
　（自己負担上限　1,500円/月）
・入院医療費
　小学生、中学生、高校生を対象
　（500円/日で月に10,000円を限度）

子育て世帯の満
足度の向上

12 ％ 11 ％
地方創生に
効果があった

目標値には達していないが、保護者の経済的支
援による子育て世帯の定住促進に寄与すること
ができた。今後は県と連携しつつ、継続・拡充
して実施する。

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中4人が
有効と評価

・医療費が一番かかる乳幼児・未就学児以降、高
　校生までの医療費補助は子育て世帯にとっては
　魅力的。今後は働くママをサポートするため、
　病児保育施設の早期導入を期待したい。
・子育て世帯への経済的負担軽減により、定住化
　促進が期待できる。

9
高齢者生きがいづくり支援
事業

地元主催で取り組んでいる公民館にお
ける高齢者対象の音楽教室の充実を図
り、開催箇所の増加を促すことで、高
齢者の外出促進や健康な体づくりを進
めると同時に、若い世代との交流につ
なげる。

鍵盤ハーモニカを貸し出し、開催箇所
の増加を図る。
鍵盤ハーモニカ（1,944千円）、その他
消耗品（18千円）

「活き活き音学
校」の開催箇所

13 箇所

開催箇所
　　　10 箇所
開催準備中
　 　　6 箇所

地方創生に
相当程度効果が
あった

　鍵盤ハーモニカを高齢者に貸し出すことで、
地域公民館で口腔機能・肺機能・認知機能の向
上を目的とした高齢者の音楽の集いの場ができ
ている。
　今後も公民館等を小さな拠点として市民主体
の高齢者の集いの場を拡げていく。
　開催箇所１０か所・準備中６か所

総合戦略のKPI達成
に有効であった

5人中5人が
有効と評価

・高齢者の交流の場を提供しており、地域コミュ
　ニティの強化に繋がっている。
・高齢者の身体機能向上も含め、ますますの広が
　りに期待したい。
・地域、子どもが一緒に楽しめるものになるとよ
　り良い。

10
小中学校図書館市民開放事
業

多世代交流を図るため、小中学校図書
館を地域住民に開放するとともに、子
育て世代から高齢者世代まで幅広く嗜
好に合う新聞を図書館に設置すること
で多世代の来場者数の増加を促し、小
さな拠点の形成を図る。

図書館開放のために必要な備品
（1,131千円）
　・テーブル、椅子
　・パーテーション
多世代交流を促すために必要なもの
（1,181千円）
　・新聞、新聞ホルダー

利用者の満足度 75 ％ 73 ％
地方創生に
効果があった

　小・中学校の学校図書館を地域開放すること
により、学習・情報センター及び読書センター
としての機能に加え、地域拠点機能が向上し、
多世代間交流における先行的取組の実施に繋
がった。
　学校図書館利用者の満足度は73％となり、平
成27年10月開始であるが、延べ利用者数は108
名となった。
　今後は、図書館開放の周知方法や利用のし易
さ等改善し、利用促進を図る

総合戦略のKPI達成
に有効とは言えない

5人中3人が
有効とは言えない

・利用者数からもPR不足ではないか。リタイア世
　代が一方的に利用するだけで多世代交流に至っ
　てないのではないか。利用者増に向けてのＰＲ
　強化、交流を目的とするなら更なる施策が必要。
・費用対効果の観点から、新聞等の設置費用に
　対する利用水準が低い。
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